
議案第 92 号 

議決第   号 

 

   姶良市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例の件 

 

 姶良市長等の給与に関する条例の一部を改正したい。よって、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第１号の規定に基づき、議会

の議決を求める。 

 

2018年（平成 30年 ） 12月 18日提出 

姶 良 市 長  湯 元 敏 浩 

 

姶良市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 
第１条 姶良市長等の給与に関する条例（平成22年姶良市条例第44号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第６項中「100分の172.5」を「100分の177.5」に改める。  
 

第２条 姶良市長等の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

第２条第６項中「、６月に支給する場合においては100分の157.5、12

月に支給する場合においては100分の177.5」を「100分の167.5」に改め

る。 

 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日（以下「施行日」という。）から施行する。ただ

し、第２条の規定は、平成31年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の姶良市長等の給与に関する条例（以下「改

正後の条例」という。）第２条の規定は、平成30年12月１日（以下「適用

日」という。）から適用する。 

 （期末手当の内払） 

３ 第１条の規定による改正前の姶良市長等の給与に関する条例の規定に

基づいて適用日から施行日の前日までの間に支払われた期末手当は、改正

後の条例の規定に基づいて支払われる期末手当の内払とみなす。  



議案第92号                                     【参考資料】 
【第１条関係】姶良市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例：新旧対照表 

 

改 正 後 改 正 前 

（給与） （給与） 

第２条 略 第２条 略 

（１）～（３） 略 （１）～（３） 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 略 ５ 略 

（１）～（７） 略 （１）～（７） 略 

６ 前項の期末手当の額は、期末手当基礎額に、

６月に支給する場合においては100分の157.5、

12月に支給する場合においては100分の177.5を

乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、在職期間には、

以前の市長等としての在職期間並びに一般市職

員給与条例の規定の適用を受ける職員（以下「一

般市職員」という。）、教育長及び市議会の議

員としての在職期間を通算する。 

６ 前項の期末手当の額は、期末手当基礎額に、

６月に支給する場合においては100分の157.5、

12月に支給する場合においては100分の172.5を

乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、在職期間には、

以前の市長等としての在職期間並びに一般市職

員給与条例の規定の適用を受ける職員（以下「一

般市職員」という。）、教育長及び市議会の議

員としての在職期間を通算する。 

（１）～（４） 略 （１）～（４） 略 

７・８ 略 ７・８ 略 

  

 
 
 
【第２条関係】姶良市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例：新旧対照表 

 

改 正 後 改 正 前 

（給与） （給与） 

第２条 略 第２条 略 

（１）～（３） 略 （１）～（３） 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 略 ５ 略 

（１）～（７） 略 （１）～（７） 略 

６ 前項の期末手当の額は、期末手当基礎額に100

分の167.5                 

                    を

乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、在職期間には、

以前の市長等としての在職期間並びに一般市職

員給与条例の規定の適用を受ける職員（以下「一

般市職員」という。）、教育長及び市議会の議

員としての在職期間を通算する。 

６ 前項の期末手当の額は、期末手当基礎額に、

６月に支給する場合においては100分の157.5、

12月に支給する場合においては100分の177.5を

乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、在職期間には、

以前の市長等としての在職期間並びに一般市職

員給与条例の規定の適用を受ける職員（以下「一

般市職員」という。）、教育長及び市議会の議

員としての在職期間を通算する。 

（１）～（４） 略 （１）～（４） 略 

７・８ 略 ７・８ 略 

  

 
 


